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障害者に対して試行雇用（トライアル雇用）を行う事業主に対して助成するものであり、障

害者雇用についての理解を促し、試行雇用後の継続雇用への移行の促進を目的としています。

１ 障害者トライアルコースと障害者短時間トライアルコースの期間等について

トライアル雇用期間 週所定労働時間 求人の種類 対象外求人

障害者トライアル

コース

原則３か月
※テレワーク勤務を行う者は

3 か月以上 6 か月以内

※精神障害者は

6 か月以上１２か月以内

２０時間以上
専用求人可

併用求人可 「派遣」及び

「出向」求人

は対象とはな

りません
障害者短時間

トライアル

コース

３か月以上１２か月以内
※精神障害者、発達障害者

のみ対象

雇入れ時で１０時間以上２０

時間未満、トライアル雇用期間

中に２０時間以上を目指す。

専用求人のみ

２ 対象労働者

本奨励金における対象労働者は、次の（１）または（２）のいずれかに該当する求職者です。

（１）障害者トライアルコースの対象労働者（以下の①と②の両方に該当する者）

①
継続雇用する労働者としての雇入れを希望している者であって、障害者トライアル雇用制度を

理解した上で、障害者トライアル雇用による雇入れも希望している者。

②

障害者雇用促進法に規定する障害者のうち、次のア～カのいずれかに該当する者であること。

ア 重度身体障害者

イ 重度知的障害者

ウ 精神障害者

エ 職業紹介日において就労経験のない職業に就くことを希望する者

オ 職業紹介日前の２年以内に、離職が２回以上または転職が２回以上ある者

カ 職業紹介日前において離職している期間が６か月を超えている者

（２）障害者短時間トライアルコースの対象労働者（以下の①と②の両方に該当する者）

①
継続雇用する労働者としての雇入れを希望している者であって、障害者短時間トライアル雇用

制度を理解した上で、障害者短時間トライアル雇用による雇入れも希望している者。

②

次のアまたはイのいずれかに該当するものであること。

ア 精神障害者

イ 発達障害者

対象となる措置

トライアル雇用助成金

（障害者トライアル・障害者短時間トライアルコース）

事業所管轄のハローワーク
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次のいずれにも該当する事業主が対象となります。

３ 対象事業主

（１）「雇用関係助成金に係る共通支給要件」（１6 ページ参照）の要件を満たすこと。

（２）継続支援事業Ａ型事業所ではないこと。（対象労働者を職員等の施設利用者以外の者として雇

い入れる場合を除く。）

※ 上記以外にも要件があります。詳しくは担当窓口へお問合せください。

４ 雇入れの条件

対象労働者を次の（１）～（３）の条件によって雇い入れること。

（１） ハローワーク等の紹介により雇い入れること。

（２） 障害者トライアル雇用または障害者短時間トライアル雇用を実施すること。

（３）
障害者トライアル雇用等の期間について、雇用保険被保険者資格取得の届出を行うこと。

※ 障害者短時間トライアル雇用で週所定労働時間が２０時間未満は除く。

（１）本助成金の支給額は、支給対象者１人につき月額４万円です。

（２）精神障害者に対して障害者トライアルを実施する場合は、雇入れ日から起算して３か月の間は月

額８万円です。

※若年者（35 歳未満）又は女性を建設労働者としてトライアル雇用を行い、トライアル雇用助成金（障害者トライア

ルコース）の支給を受けた中小建設事業主は、「若年・女性建設労働者トライアルコース」の上乗せ支給を受けること

ができます。（月額最大 4 万円×最長 3 か月）

※テレワーク勤務を行う者を 3 か月を超えて障害者トライアル雇用をする場合であっても支給対象期間は最長 3 か月

間です。また、精神障害者を 6 か月を超えて障害者トライアル雇用をする場合であっても支給対象期間は最長 6 か

月間です。

（３）ただし、トライアル雇用期間中に、以下の事情等がある場合は、支給対象期間中に実際にトライ

アル雇用として就労した日数に基づいて計算した割合に応じて、下表の支給額のとおり支給します。

① トライアル雇用の支給対象期間中に常用雇用へ移行した場合。

② 支給対象者が支給対象期間の途中で離職した場合。

③ トライアル雇用事業主の都合による休業があった場合。

支給上限額 上限額の計算式 備 考

障害者トライアル

コース

１２万円

（36 万円）

障害者トライアル雇用

期間３か月×４万円

※（2）の場合は、

1～3 か月×8 万円

4～6 か月×4 万円

精神障害者の場合、6 か月を超

える障害者トライアル雇用が

可能ですが、支給上限は 6 か

月分となります。

障害者短時間

トライアルコース
48 万円

障害者短時間トライアル

雇用期間

１２か月×4 万円

支給額

など

障害者に対して試行雇用（トライアル雇用）を行う事業主に対して助成するものであり、障

害者雇用についての理解を促し、試行雇用後の継続雇用への移行の促進を目的としています。

１ 障害者トライアルコースと障害者短時間トライアルコースの期間等について

トライアル雇用期間 週所定労働時間 求人の種類 対象外求人

障害者トライアル

コース

原則３か月
※テレワーク勤務を行う者は

3 か月以上 6 か月以内

※精神障害者は

6 か月以上１２か月以内

２０時間以上
専用求人可

併用求人可 「派遣」及び

「出向」求人

は対象とはな

りません
障害者短時間

トライアル

コース

３か月以上１２か月以内
※精神障害者、発達障害者

のみ対象

雇入れ時で１０時間以上２０

時間未満、トライアル雇用期間

中に２０時間以上を目指す。

専用求人のみ

２ 対象労働者

本奨励金における対象労働者は、次の（１）または（２）のいずれかに該当する求職者です。

（１）障害者トライアルコースの対象労働者（以下の①と②の両方に該当する者）

①
継続雇用する労働者としての雇入れを希望している者であって、障害者トライアル雇用制度を

理解した上で、障害者トライアル雇用による雇入れも希望している者。

②

障害者雇用促進法に規定する障害者のうち、次のア～カのいずれかに該当する者であること。

ア 重度身体障害者

イ 重度知的障害者

ウ 精神障害者

エ 職業紹介日において就労経験のない職業に就くことを希望する者

オ 職業紹介日前の２年以内に、離職が２回以上または転職が２回以上ある者

カ 職業紹介日前において離職している期間が６か月を超えている者

（２）障害者短時間トライアルコースの対象労働者（以下の①と②の両方に該当する者）

①
継続雇用する労働者としての雇入れを希望している者であって、障害者短時間トライアル雇用

制度を理解した上で、障害者短時間トライアル雇用による雇入れも希望している者。

②

次のアまたはイのいずれかに該当するものであること。

ア 精神障害者

イ 発達障害者

対象となる措置

トライアル雇用助成金

（障害者トライアル・障害者短時間トライアルコース）

事業所管轄のハローワーク
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以下は制度概略です。詳細については担当部署にご確認ください。

う日の

□ 「計画書」を提出した日（計画日）から「完了届」を提出した日（完了日）までの間(最長１

８カ月)に事業所の事業の用に供する施設又は設備の設置・整備(その費用の合計額が３００万

円以上)を行う事業主であること。

□ 設置・設備事業所における完了日の雇用保険一般被保険者数が、計画日前日の被保険者数から

３人（創業の場合は２人）以上増加していること。

＊対象労働者の１／３以内であれば、新規学卒者も支給対象労働者になります。

□ 設置・整備に伴い、ハローワーク等の紹介により沖縄県内（※）に居住する求職者を雇用保険

の一般被保険者として雇入れ、対象労働者の年齢が６５歳以上に達するまで継続して雇用し、

かつ、当該雇用期間が完了日から 2 年後の日以降まであることが確実である労働者（雇用保険

の一般被保険者）として３人以上（新規創業の場合は２人以上）雇い入れた事業主であること。

□ 設置・整備及び雇入れを行う事業所が雇用保険の適用事業所であること。

□ 「雇用関係助成金に係る共通支給要件」（１６ページ参照）の要件を満たしていること。

□ 地域の雇用構造の改善に資する事業主であること。

（その他沖縄労働局長が別途定めた風営法関連事業主等を除く。）

※事業所の所在する地域または隣接する地域（詳細は担当部署にご確認下さい。）

設置・整備に要した費用及び対象労働者の数に応じて下表の定額を、１年ごとに最大３回まで支給。

下表が支給額になります。

中小企業事業主と認められる場合は、1 回目の支給において下表の支給額の 1.5 倍が支給されます。

中小企業事業主かつ創業と認められる場合は、１回目の支給において下表の支給額の２倍が支給されます。

設備・整備に

要した費用

対象労働者の増加人数 ※（ ）は創業の場合

３(２)～４人 ５～９人 １０～１９人 ２０人～

３００万円以上

１，０００万円未満
５0 万円 ８0 万円 １５0 万円 ３00 万円

１，０００万円以上

３，０００万円未満
６0 万円 １00 万円 ２00 万円 ４00 万円

３，０００万円以上

５，０００万円未満
９0 万円 １５0 万円 ３00 万円 ６00 万円

５，０００万円以上 １２0 万円 ２00 万円 ４00 万円 ８00 万円

雇用情勢が厳しい地域等において、創業や設備の増設等、事業所を設置・整備し、それ

に伴い地域に居住する求職者を雇い入れる事業主に対して助成を行うことで、その地域に

おける雇用構造の改善を図ることを目的としています。

地域雇用開発助成金【地域雇用開発コース】（設備助成）

対象となる事業主

支給額

【計算式】

A ＝

本助成金の受給手続きの流れは以下のとおりです。

以下の手続きの後、支給審査を行い、支給・不支給の判断をいたします。

割 合

支給月額

障害者トライアルコース 障害者短時間

トライアル

コース

精神障害者雇用後

3 か月間の場合

75％≦Ａ 4 万円 ８万円 4 万円

50％≦Ａ＜75％ 3 万円 6 万円 3 万円

25％≦Ａ＜50％ 2 万円 4 万円 2 万円

０％＜Ａ＜25％ 1 万円 2 万円 1 万円

Ａ＝０％ 不支給 不支給 不支給

１．障害者トライアル雇用実施計画書の提出

障害者トライアル雇用開始日（採用日）から２週間以内に紹介状を作成・交付したハローワークへ

障害者トライアル雇用実施計画書を提出して下さい。

※障害者短時間トライアル雇用の場合も同様に提出して下さい。

２．継続雇用移行へ向けた取組みの実施

障害者トライアル雇用期間中、継続雇用移行へ向けた助言や業務指導を行って下さい。

※障害者短時間トライアル雇用の場合は、トライアル雇用期間中に週２０時間以上の就労を目指す必要

があります。

３．終了に当たっての継続雇用移行等に関する助言・指導

障害者（短時間）トライアル雇用終了に当たって、対象者と話し合い、継続雇用への移行の有無を決定

して下さい。

４．結果報告書・助成金支給申請書提出

障害者トライアル雇用終了後、２か月以内に障害者トライアル雇用等結果報告書兼障害者トライアルコ

ース支給申請書を事業所管轄ハローワークに提出して下さい。

※障害者短時間トライアルコースの場合の申請書類の提出時期については、管轄のハローワークの障害

者雇用担当窓口に別途ご相談ください。

求人申込から受給までの流れ

支給対象者が１か月間に実

際に就労した日数

支給対象者が当該１か月間に

トライアル就労を予定していた日数

×100

ハローワーク等の紹介で、障害者トライアル雇用対象求人に応募し、採用が決まったら・・・

事業所管轄のハローワーク


